様式第1号(第2条関係)

認定申請書

年　　月　　日　　

　朝倉市長

申請者　住所　　　　　　　　　　　　
	　
	名称及び代表者氏名
	　　　　　　　　　印


　朝倉市企業立地促進条例施行規則第2条の規定による認定を受けたいので、次のとおり関係書類を添えて申請します。

1　申請理由

2　事業施行計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　年　　月　　日着工

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日完了

3　施設等名称

4　設置場所
5　土地取得の相手方

6　土地取得日　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

7　添付書類

　(1)　事業実施計画書、建設完了報告書、事業着工報告書等

　(2)　土地取得年月日を証する書類

　(3)　雇用人員計画書又は雇用者市内居住者調書

　(4)　法人登記事項証明書

　(5)　その他

様式第2号(第2条関係)

認定結果通知書

第　　　　　号　　

年　　月　　日　　

　　　　　　　　様

朝倉市長　　　　　　　　　　印　

　　　　　年　　月　　日付けをもって申請のあった認定について、朝倉市企業立地促進条例施行規則第2条第2項の規定により、次のとおり結果を通知します。

1　認定審査結果

　　　　　　　　　　　　　認定　　　　　　　否認定

2　便宜の供与の審査結果

　　　　　　　　　　　　　認定　　　　　　　否認定

3　便宜の供与の内容

4　認定又は便宜の供与の条件

5　その他
この決定に不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して3箇月以内に、朝倉市長に対して審査請求をすることができます。
　　また、この決定の取消しの訴えをする場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して6箇月以内に、朝倉市を被告として（訴訟において朝倉市を代表する者は朝倉市長となります。）、提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して6箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して1年を経過すると決定の取消しを求める訴えを提起することができなくなります。）。ただし、前記の審査請求をした場合には、この決定の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して6箇月以内に提起することができます。
様式第3号(第3条関係)

便宜供与申請書

年　　月　　日　　

　朝倉市長
申請者　住所　　　　　　　　　　　　

	　
	名称及び代表者氏名
	　　　　　　　　　印


　朝倉市企業立地促進条例施行規則第3条の規定による便宜の供与を受けたいので、次のとおり関係書類を添えて申請します。

1　施設等の設置目的

2　施設等を設置しようとする者の住所、代表者氏名

　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

3　施設等を設置しようとする場所

4　便宜の供与を受けようとする事項の概要及び理由

様式第4号(第4条関係)

企業立地奨励措置申請書

年　　月　　日　　

　朝倉市長

申請者　住所　　　　　　　　　　　　
	　
	名称及び代表者氏名
	　　　　　　　　　印


　朝倉市企業立地促進条例施行規則第4条第1項の規定による企業立地奨励措置を受けたいので、次のとおり申請します。

1　施設等及びその敷地となる土地の所在地

2　施設等の名称

3　施設等の代表者等

4　施設等の内容

5　施設等の工事着手日及び操業開始年月日

　　年　　月　　日着手

　　年　　月　　日操業

6　受けようとする奨励措置

　(1)　業務施設等及びその敷地となる土地に対する固定資産税の課税免除

　　ア　土地についての課税免除

　　　　土地の面積

　　　　　　　　m2　取得価額　　　　　　　円　　　　　　　年　　月　　日取得

　　イ　施設等の課税免除

　　　　施設等の構造、規模等、施設等の取得年月日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　m2　　　　　　　年　　月　　日取得

　　ウ　償却資産の課税免除

　　　　種類、取得価格

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　　

　(2)　資金の貸付け

申請額　　　　　　　　　　　　円　　総借入額　　　　　　　　　　　円　　
　(3)　従業員住宅に対する固定資産税の課税免除

　　ア　従業員住宅の所在地

　　イ　従業員住宅の構造、規模等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　m2　　　

　　ウ　従業員住宅の取得年月日

　　年　　月　　日取得

※添付書類

　①　会社概要及び当該施設に係る事業概要

　②　投下固定資産総額の内訳

　③　従業者市内居住者調書

　④　事業収支計画書、貸借対照表及び損益計算書等

　⑤　法人にあっては、法人登記事項証明書及び定款

　⑥　工場等の建設着工年月日の確認できる書類

　⑦　公害関係法令の規定による届出を要することとされている場合にあっては、当該届出書等の写し

　⑧　事業所全体の平面見取図、位置図及び配置図

　⑨　土地売買契約書の写し

　⑩　土地の登記事項証明書の写し及び字図

　⑪　建物の登記事項証明書の写し

　⑫　金融機関借入額を証するもの

　⑬　認定結果通知書の写し

様式第5号(第4条関係)

企業立地奨励措置結果通知書

第　　　　　号　　

年　　月　　日　　

　　　　　　　　様

朝倉市長　　　　　　　　　　印　

　　　　　年　　月　　日付けをもって申請のあった企業立地奨励措置について、朝倉市企業立地促進条例施行規則第4条第2項の規定により、次のとおり結果を通知します。

1　奨励措置の審査結果

採用　　　　　　　不採用

2　事業所の所在地

3　事業所の名称

4　事業所の代表者等

5　奨励措置の概要

固定資産税の課税免除　　　　　資金の貸付け

6　奨励措置の実施予定時期　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日頃

7　交付条件等

　(1)　事業の内容、経費の配分又は執行計画の変更(市長が認める軽微な変更を除く。)をする場合においては、市長の承認を受けること。

　(2)　事業を中止し、又は廃止する場合においては、市長の承認を受けること。

　(3)　その他、朝倉市補助金等交付規則を遵守すること。
8　その他
　　この決定に不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して3箇月以内に、朝倉市長に対して審査請求をすることができます。
　　また、この決定の取消しの訴えをする場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して6箇月以内に、朝倉市を被告として（訴訟において朝倉市を代表する者は朝倉市長となります。）、提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して6箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して1年を経過すると決定の取消しを求める訴えを提起することができなくなります。）。ただし、前記の審査請求をした場合には、この決定の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して6箇月以内に提起することができます。
様式第6号(第5条関係)

変更申請書

年　　月　　日　　

　朝倉市長

申請者　住所　　　　　　　　　　　　

	　
	名称及び代表者氏名
	印　


　　　　　年　　月　　日付けで提出しました申請書及び添付書類の記載事項を次のとおり変更しましたので、朝倉市企業立地促進条例施行規則第5条第1項の規定により届け出ます。

1　認定を受けた年月日　　　　　　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日　

2　認定番号　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　号　　

3　事業開始年月日　　　　　　　　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日　

4　変更箇所
5　変更内容

6　変更理由

様式第7号(第5条関係)

変更申請結果通知書

第　　　　　号　　
年　　月　　日　　

　　　　　　　　様

朝倉市長　　　　　　　　　　印　

　　　　　年　　月　　日付けで届出のあった変更申請については、次のとおり決定しましたので、通知します。

	認定番号
	第　　　　　　　　号

	審査結果
	承認　　　　　　　否承認

	理由
	　


この決定に不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して3箇月以内に、朝倉市長に対して審査請求をすることができます。
　また、この決定の取消しの訴えをする場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して6箇月以内に、朝倉市を被告として（訴訟において朝倉市を代表する者は朝倉市長となります。）、提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して6箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して1年を経過すると決定の取消しを求める訴えを提起することができなくなります。）。ただし、前記の審査請求をした場合には、この決定の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して6箇月以内に提起することができます。
様式第8号(第6条関係)

奨励措置継承承認申請書
年　　月　　日　　

　朝倉市長
住所　　　　　　　　　　　　

	　
	名称及び代表者氏名
	印　


　次のとおり事業を継承したいので朝倉市企業立地促進条例施行規則第6条第1項の規定により申請します。

	認定年月日
	年　　　　月　　　　日

	認定番号
	　

	新たに事業を継承する者の住所
	　

	名称及び代表者氏名
	　

	新工場の名称
	　

	新事業種目
	　

	継承年月日
	年　　　　月　　　　日

	継承の理由
	　


※　添付書類

※　法人登記事項証明書・所有権移転登記簿・その他市長が必要と認める書類

様式第9号(第6条関係)

奨励措置継承承認書

第　　　　　号　　
年　　月　　日　　

　　　　　　　　様

朝倉市長　　　　　　　　　　印　

　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった奨励措置の継承については、朝倉市企業立地促進条例施行規則第6条第2項の規定により次のとおり通知します。

	継承認定番号
	　

	継承年月日
	　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

	残存奨励措置期間
	　　　　　　　　年　　　　月　　　　日まで

	新たに事業を継承する者の住所
	　

	名称及び代表者氏名
	　

	新工場の名称
	　

	新事業種目
	　


様式第10号(第7条関係)

認定変更決定通知書

第　　　　　号　　

年　　月　　日　　

　　　　　　　　様

朝倉市長　　　　　　　　　　印　

　　　　　年　　月　　日付けで認定していた内容について、次のとおり変更しましたので通知します。

1　認定番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　号　　　
2　変更内容　　　　　　1　認定の取消し

　　　　　　　　　　　 2　奨励措置の取消し

　　　　　　　　　　　 3　奨励措置の変更

3　変更後の奨励措置額

　(1)　課税免除額　　　当初　　　　　　　　　　　　　　円　　

　　　　　　　　　　　 変更後　　　　　　　　　　　　　　円　　

　　　　　　　　　　　 差額　　　　　　　　　　　　　　円　　

　　　　　　　　　　　　　　　　※差額については追徴します。

　(2)　貸付金額　　　　当初　　　　　　　　　　　　　　円　　

　　　　　　　　　　　 変更後　　　　　　　　　　　　　　円　　

　　　　　　　　　　　 差額　　　　　　　　　　　　　　円　　

　　　　　　　　　　　　　　　　※差額については、追加・返還となります。

4　返還口座

　　口座名　　　　　　　　　　　　　　　

　　口座番号　　　　　　　　　　　　　　番

　　納付期限　　　　　　年　　　月　　　日

5　その他
この決定に不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して3箇月以内に、朝倉市長に対して審査請求をすることができます。
　　また、この決定の取消しの訴えをする場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して6箇月以内に、朝倉市を被告として（訴訟において朝倉市を代表する者は朝倉市長となります。）、提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して6箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して1年を経過すると決定の取消しを求める訴えを提起することができなくなります。）。ただし、前記の審査請求をした場合には、この決定の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して6箇月以内に提起することができます。
